
【震－４】 釜石東部地区再生拠点整備事業調査
（対象箇所：岩手県釜石市）

【実施主体】釜石市 ①

目的
釜石市では、平成23年12月22日に策定した釜石市復興まちづくり基本計画において、商業と交流空間

の機能的展開を図ることとしており、その核として、新たな商業拠点空間の整備を行うこととしている。

具体的には、市の中心部であり、大規模商業施設が立地する予定となっている釜石東部地区（右図参
照）において、公共施設の再配置や復興公営住宅の建設、被災した商店の集積による新たな商業拠点
空間の整備を検討しており、市では、｢フロントプロジェクト１｣と名付け、リーディングプロジェクトとして検
討を進めている。

このような状況を踏まえて本調査では、①公共施設を含めた施設整備計画の検討、②事業化手法及
び事業主体の検討を行うことを目的としており、具体的には、当該エリアにおける賑わいの創出と近隣
地域への波及を図るための公共施設等の施設配置の検討と、公共施設等の維持管理コストを捻出する
ための官民複合施設や官民連携事業の導入、官民連携事業をプロデュースする｢まちづくり会社｣の事
業 関わり方 も検討する とを 的と る 拡大
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シンボル広場は雁行する通り上の
シンボルストリートと、スクエア状の
シンボルプラザという二つの性格の
異なる外部空間からなる。

H24. 3    大型ＳＣ立地に向けた協議開始を発表
H24. 5 東部地区商業推進協議会発足。

市中心市街地（東部地区）における新たな商
業拠点空間整備に向けた協議を開始。

H24. 5 土地権利者説明会実施

立体駐車場は新しい釜石の都心へ
の車での入り口となる施設である。

大きな建物が町並みに対して建つ
ことになるので、無機質な外観にな
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【実施主体】釜石市 ②

【官民連携スキーム図】〜まちづくり会社を活用〜結論

【震－４】 釜石東部地区再生拠点整備事業調査
（対象箇所：岩手県釜石市）

１．“都市の結節点を創り出す”、“将来世代に負担をかけない”
ことをコンセプトに施設整備計画を作成

〈都市の結節点を創り出す〉
大型駐車場と街の接続、大型商業施設と当該エリアの連結等を考

慮した施設配置計画を作成。“自立した中心部”を構築するとともに、既
に再興した商店等周囲 の滲み出し効果も期待できる

釜石市が整備した駐車場
の経営を担う。公設民営
タイプの官民連携事業に再興した商店等周囲への滲み出し効果も期待できる。

〈将来世代に重い負担をかけない〉

市民の利用度と施設のライフサイクルコストを考慮した公共施設計
画を作成。官民連携事業を積極的に採用し、公共施設と民間施設を合
築することで、より効率的な施設運営及び施設活用を図る。

タイプの官民連携事業。

企業等が整備した住宅を
市が取得し維持管理業務
を受託。テナント床のリー
シングも行い、テナント料
の一部を維持費に充当。

２．事業運営主体は、まちづくり会社を想定
当該エリアの実施主体は公共性を原則としつつ、利益を街の魅力

向上のために再投資できる｢まちづくり会社｣を想定。｢まちづくり会社｣
は、民間事業者であるが故に、事業に係るコストと事業から還元される
ベネフィット（便益）のバランスを徹底的に調査することから、修繕費用

不動産管理 ストでソフトバジ ト（当初予算規律の破綻）が起こり

市が整備した文化ホール
のテナント床のリーシング
と維持管理業務を受託。
テナント料の一部を維持
費に充当。

、不動産管理コストでソフトバジェット（当初予算規律の破綻）が起こり
にくいというメリットがある。当調査で事業採算性の検証を行った結果、
３年目には単年度黒字になる結果となっている。

実施主体等について今後更に詳細な検討を行っていく。

（単位：円）

ﾒﾃﾞｨｱｾﾝﾀｰと復興公営住
宅を合築。テナント床のリ
ーシングを行う。事業主体
は市もしくはまちづくり会
社を想定。次年度以降FS
調査を実施。

まちづくり会社の概要
○目的： 公共性を保ちつつ利益を上げ、それをエリアに

再投資し、エリアの価値を高めること
○事業内容

①市が整備する立体駐車場の経営

事業化に向けた今後の展望

まちづくり会社が資金を
調達して共同店舗を経
営。

①市が整備する立体駐車場の経営
②被災した商業者の営業再開の機会提供
③市が整備する復興公営住宅の維持管理業務の受託
④公共施設等の民間テナント床のリーシング

①立体駐車場整備事業

②広場整備

③ 築整備事業 復 営住宅

事業 平成28年度平成27年度平成26年度平成25年度

設計／建設
供用開始

設計／建設
一部供用開始

供用開始

当事業により、当該エリアの基本構想を策定。今後、

施設の設計、事業手法の詳細検討を行いつつ、段階
的に施設の整備を進める。

施設の整備スケジュールは左図参照。

【事業化に向けた課題】
③公民合築整備事業Ⅰ 復興公営住宅

④公民合築整備事業Ⅱ 復興公営住宅＋店舗床

⑤公民合築整備事業Ⅲ 市民文化会館＋店舗床

設計／建設
供用開始

設計／建設
供用開始

設計／建設

・計画エリア内の土地権利者との調整
・自立したまちづくりを実現するため、まちづくり

会社が自主財源を確保できる仕組みづくり及び
優秀な人材の確保。

【事業化に向けた課題】


